公有地の拡大の推進に関する法律について
１．公有地の拡大の推進に関する法律のねらい
　　公有地の拡大の推進に関する法律（以下「公拡法」といいます。）は、昭和４７年に制定され、地方公共団体等における必要な土地の先買い制度等によって、公有地の拡大の計画的な推進を図り、地域の秩序ある整備と公共の福祉の増進を目的とするものです。
　　この公拡法には、土地を有償譲渡する場合の届出（公拡法第４条）と土地を地方公共団体等に買取ってほしい場合の申出（公拡法第５条）があります。

２．土地を有償譲渡する場合の届出（公拡法第４条）
　（１）届出が必要になる場合
　　　①都市計画決定された道路や河川などの都市計画施設の区域内で、１００平方メートル以上の土地を有償譲渡する場合など（公拡法第４条第１項第１号から第５号に該当する場合）。

　　　②市街化区域内で５,０００平方メートル以上、その他の都市計画区域内（市街化調整区域を除く）で１０，０００平方メートル以上の土地を有償譲渡する場合（公拡法第４条第１項第６号に該当する場合）。

　　（注１）①において、土地の一部が区域内にかかる場合で、一団の土地の面積が１００平方メートル以上ある場合は届出の対象となります。

　　（注２）同じ土地について過去１年以内に届出もしくは申出（公拡法第５条）をされているときは届出の必要はありません。

　（２）届出の方法
　　　　　有償譲渡しようとする土地の所有者は、契約を結ぶ前に市長に届出なければなりません。土地の所在するそれぞれの窓口（本庁都市計画課または各総合支所建設農林（水産）課）に届出の様式を備えつけてありますので、届出用紙に記入の上、必要な書類を添えて提出するようにしてください。（届出用紙は下関市ホームページからダウンロードできます。）
　（３）提出書類

　　　①土地有償譲渡届出書

　　　②位置図（1/10,000～1/50,000程度の縮尺で全域が表示されているもの。）
　　　③周辺状況図（1/5,000以上の縮尺で当該土地付近が表示されているもの。）

　　　④形状図（法務局に備え付けられている公図または実測図など。）

　　　⑤土地登記簿謄本（最新のもの。）

　　　⑥委任状（土地所有者以外の者が、代理で届出る場合のみ提出。様式は問いません。）
　（４）届出の時期
　　　　　有償譲渡が具体化し、相手方、予定価格がほぼ定まったときに届出てください。（契約を結ぶ３週間前が目安となります。）
　　 （５）買取り協議の通知
　　　　　届出のあった日から３週間以内に買取りの協議を希望する地方公共団体等の有無を通知します。
　　　　　なお、地方公共団体等から買取り希望がある場合には、当該地方公共団体等と土地の買取りについて協議していただくことになります。

　　 （６）譲渡の制限（公拡法第８条）
　　　　　届出を行ってから、買取りの協議を希望する地方公共団体等が無い旨が通知されるまでは、土地の譲渡はできません。

　　　　　また、地方公共団体等の買取り希望が有る場合は、通知されてから３週間は土地の譲渡ができません（ただし、その期間中に地方公共団体等との買取りの協議が成立しないことが明らかになった場合は、そのときまで）。

　　 （７）罰則規定（公拡法第３２条）
　　　　　届出を行わなかった場合や譲渡が制限される期間内に譲渡した場合は、５０万円以下の過料に処せられる場合があります。
３．土地の買取りを希望する場合の申出（公拡法第５条）

　　 （１）申出が可能な場合

　　　　　①都市計画区域内で１００平方メートル以上の土地を所有し、地方公共団体等による買取りを希望する場合（公拡法第５条第１項に該当する場合）。

　　　　　②都市計画区域外の都市計画施設区域内で１００平方メートル以上の土地を所有し、地方公共団体等による買取りを希望する場合（公拡法第５条第１項に該当する場合。）
　　 （２）申出の方法

地方公共団体等に買取ってほしい土地を所有する者は、市長にその旨を申出ることができます。土地の所在するそれぞれの窓口（本庁都市計画課または各総合支所建設農林（水産）課）に申出の様式を備えつけてありますので、申出用紙に記入の上、必要な書類を添えて提出するようにしてください。（申出用紙は下関市ホームページからダウンロードできます。）
　　 （３）提出書類
　　　①土地買取希望申出書
　　　②位置図（1/10,000～1/50,000程度の縮尺で全域が表示されているもの）

　　　③周辺状況図（1/5,000以上の縮尺で当該土地付近が表示されているもの）

　　　④形状図（法務局に備え付けられている公図または実測図など）

　　　⑤土地登記簿謄本（最新のもの）

　　　⑥委任状（土地所有者以外の者が、代理で申出る場合のみ提出。様式は問いません。）

　　 （４）申出の時期

　　　　　当該土地の地方公共団体等による買取りを希望するときに随時できます。

　　　　（注）過去１年以内に申出をされた土地については届出（公拡法第４条）の必要はありません。
　　 （５）申出に対する通知
　　　　　申出のあった日から３週間以内に買取りの協議を希望する地方公共団体等の有無を通知します。

　　　　　なお、地方公共団体等から買取り希望がある場合には、当該地方公共団体等と土地の買取りについて協議していただくことになります。

　　 （６）譲渡の制限（公拡法第８条）
　　　　　申出を行ってから、買取りの協議を希望する地方公共団体等が無い旨が通知されるまでは、土地の譲渡はできません。

　　　　　また、地方公共団体等の買取り希望が有る場合は、通知されてから３週間は土地の譲渡ができません（ただし、その期間中に地方公共団体等との買取りの協議が成立しないことが明らかになった場合は、そのときまで）。

　　 （７）罰則規定（公拡法第３２条）
　　　　　譲渡が制限される期間内に譲渡した場合は、５０万円以下の過料に処せられる場合があります。

４．手続きの流れ

土地所有者

　　　 　届出　　申出
市　長


買取り希望する地方公共団体等　　　　　　　　買取り希望する地方公共団体等

があるとき　　　　　　　　　　　　　　　　　がないとき


協議主体となる地方公共団体等　　　　　　　　     その旨を市長から通知

を決定　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　  　   　土地所有者

市長から通知
（届け出等から３週間以内）　　　　　　　　　        　第三者へ譲渡


土地所有者　　　　協議主体の地方公共団体等

　　  　　　　協議      　　協議が整わないとき　　　　　第三者へ譲渡

協議が整ったとき                        買取り協議通知のあった日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３週間経過後または協議が成立
土地所有者と協議主体　　　　　　　　　　　 しないことが、明らかになった
である地方公共団体等　　　　　　　　　　　 とき以降
との間で売買契約締結

お問い合わせ先　　　下関市役所　都市整備部都市計画課 
〒７５０－８５２１ 下関市南部町１番１号
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